
 

 

研究制度評価個票（終了時評価） 
 

研究制度名 地球規模課題 国際研究ネットワ－

ク事業 

担当開発官等名 国際研究課長 

連携する行政部局 消費・安全局植物防疫課 

生産局農業環境対策課 

   畜産部畜産振興課 

   畜産企画課 

大臣官房環境政策課 

研究期間 平成２２～２４年度（３年間） 総事業費（億円） １．７億円（見込） 

研究制度の概要 

 

 

国際研究に取り組む幅広い我が国研究機関のネットワークの形成やワークショップ等を通じた海外機

関とのネットワーク形成、国際共同研究等を中期的な取組として同時に推進し、我が国が対応すべき食

料安全保障分野、環境・資源分野の国際的な課題解決に貢献することとしている。 

具体的には、 

（１）国内研究機関のネットワーク化を図るため、国際研究に関するセンター機関を設置し、当該機関

を中心に①国際研究における技術的な目利き、将来予測、②国際共同研究の成果の普及、③シンポジウ

ム開催、等に取り組む。 

（２）分野毎の課題解決を図るため、中心的な役割を担う中核機関と複数の研究機関が一体となったコ

ンソーシアムを形成し、①我が国の有する技術を現地に適応させるための海外現地調査、②共同研究に

よる研究成果の獲得、③国際ワークショップ等の開催による研究成果の関係国等との共有のための取組

を総合的に推進する。 

 

研究制度の最終の到達目標 

農林水産研究の国際的な課題解決を図るため、国内研究機関を中心とした国際研究ネットワークの形

成による国際共同研究等を推進。また、我が国研究機関の一層の連携強化、レベルアップを図り、地球

規模課題の解決に向けた取り組みを推進。 

 
 
【項目別評価】 

 

 

 

 

 

１．研究制度の意義 ランク：Ａ 

世界的な食料供給への懸念、地球温暖化の影響の顕在化等、地球規模の様々な課題への対応が大きな

課題となっている。こうした中、我が国は温室効果ガス削減について高い目標を掲げ、技術開発を進め

ながらその実現を主導していくこととしている。また、新技術の研究開発がＧ８首脳会合の議題として

取り上げられる等、国際社会においても新技術の研究開発に対する期待が一層高まっている。こうした

ことから、地球規模の研究課題の解決に向け、我が国の研究機関の一層の連携強化を図ることが必要と

なっている。 

とりわけ農業分野では、国内研究機関の活動は国内を主とした活動が大部分であり、国際研究に関す

る幅広く関係者が集うネットワーク、国際研究に関する経験、知見の共有等が不十分な状況となってい

る。また、現在取り組まれている国際研究については、研究者個人の人的つながり、知見等に大きく依

存する状況となっていることから、 我が国の研究機関等による国際的な活動・展開の隘路となってい

る。こうした状況が続けば、我が国は食料・農業に関して国際場裡で生じる研究問題に迅速かつイニシ

アティブをとって対応できない状況が継続することが懸念される。 

我が国の発展にとって望ましくないこうした状況を打開するためには、オールジャパンでの組織横断

的な取組が必要であり、国内外の関係機関の組織的・有機的な連携体制の整備が重要であることから、

本研究制度の意義は高い。 



 

本制度においては、外部専門家を含めた評価が行われ、実施課題４課題において、評価はＳ－２、Ａ

－２となっている。 

 

２．研究制度の目標の達成度及び今後の達成可能性 ランク：Ａ 

（１）国際研究ネットワークの形成等の推進 

 毎年度、以下のテーマで調査、国際シンポジウム等を実施し、結果をとりまとめた。また、この結果

は本事業で運営しているWebサイトIRIS-AFFに掲載し、情報共有に努めた。 

Ｈ２２ 農業分野における温室効果ガス排出削減・吸収等 

Ｈ２３ 我が国をはじめ世界のコメの安定供給に資する研究活動 

Ｈ２４ 農林水産研究分野で国際的に活躍できる人材の現状と育成に関する調査 

 

（２）国際共同研究等の推進 

 以下のテーマ１～３に対応する研究コンソーシアムを形成し、海外との共同研究に取り組み、国際ワ

ークショップ等も開催し、総合的に推進した。 

テーマ１ ゲノミクス(※1)利用によるイネの昆虫媒介性ウイルス病抑制のための研究開発 

 テーマ２ 東南アジアにおける畜産・水田からの温室効果ガス排出削減技術の導入とその評価 

 テーマ３ 食料安全保障強化に向けたサゴヤシ(※2)澱粉の持続生産と利活用に関する戦略的総合研

究プロジェクト 

 

（１）では、国際研究に取り組む研究者が減少している状況がアンケート調査結果で示され、人材育

成の課題・方策を提言としてとりまとめた。また（２）では、我が国がイニシアティブをとって、アジ

ア諸国も含めた研究ネットワークが構築され、海外研究機関との連携が強化された。また、国際共同研

究においては、水田からのメタン排出による温室効果ガスを３０％削減する技術等、実用化が進む成果

がもたらされている。 

 

本制度における外部専門家を含めた評価は、実施課題４課題において、評価はＳ－１、Ａ－２、Ｂ－

１となっている。 

なお、本研究制度はＨ２４年度をもって終了するが、事業委託先による研究実施や海外機関とのネッ

トワークは本事業を契機にさらに発展が見込まれる。 

 

３．研究制度が社会・経済等に及ぼす効果の明確性 ランク：Ａ 

（１）国際研究ネットワークの形成等の推進 

・Webサイトによる情報発信に取組み、現在までのアクセス数は10000を超えている。 

・ヒアリング調査、国際シンポジウム及びパブリックコメントによって本事業の目的や意義を国内外

に広く説明し､問題意識の喚起と具体的対応策についての意見の醸成を図ることが出来、今後の行政

施策に有益な示唆を得た。 

 

（２）国際共同研究等の推進 

３年間という短い研究期間ではあったが、地球温暖化に伴い北上が懸念されているウイルスに対する

抵抗性品種育種技術、水田からのメタン排出による温室効果ガスを３０％削減する技術等、具体的に実

用化が進む成果が得られた。また、ＦＡＯによるアジア太平洋サゴヤシネットワーク設立に関し、本事

業で実施したサゴヤシに関する国際共同研究をきっかけに相手国の研究機関がＣＯＥに指定されるなど

、本事業は目に見える成果を国際的に上げており、国際社会・経済等に及ぼす効果は大きかった。 

 

本制度における外部専門家を含めた評価は、実施課題４課題において、評価はＳ－２、Ａ－２となっ

ている。 

 

 



 

４．研究制度運営方法の妥当性  ランク：Ｂ 

事業の実施に当たっては、国内研究機関のネットワーク化を図るセンター機関、国際共同研究を実施

する研究コンソーシアムを設置し、また、事業全体を運営管理する運営委員会、国際共同研究を運営管

理する研究推進会議を設置し、定期的に会議を開催し、進捗管理、助言指導を行うなど、円滑に推進し

た。特に国際共同研究においては、研究コンソーシアムの研究機関間及びこれと海外研究機関の良好な

関係が構築され、さらに国際ワークショップの開催を契機として、アジアの研究ネットワークが構築さ

れるなど、国際的な研究ネットワークの形成深化に大きく貢献したこと等から、運営方法の妥当性は高

い。 

本制度における外部専門家を含めた評価は、実施課題４課題において、評価はＳ－１、Ａ－３となっ

ている。 

 

 

【総括評価】 ランク：Ａ 

 １．研究制度全体の実績に関する所見 

国際研究のネットワーク構築やグローバル人材の育成は重要であり、実施した課題は一定の成果が

得られていることを評価する。 

２．今後検討を要する事項に関する所見 

事業の目的や目標を明確にした上で、取組を推進する必要がある。また、研究成果の情報発信も積

極的に行うことが必要である。 

 



白紙

4



 [事業名] 地球規模課題国際研究ネットワーク事業 

 
用  語 

 
用 語 の 意 味 

※
番号

ゲノム ゲノム（ドイツ語: Genom）という語には、現在、大きく分けて二つの解釈があ
る。 
古典的遺伝学の立場からは、二倍体生物におけるゲノムは生殖細胞に含まれる染
色体もしくは遺伝子全体を指し、このため体細胞には父方由来と母方由来の2組
のゲノムが存在すると考える。原核生物、細胞内小器官、ウイルス等の一倍体生
物においては、全遺伝情報を含むDNA（一部のウイルスやウイロイドではRNA）を
指す。 
分子生物学の立場からは、すべての生物を一元的に扱いたいという考えのもと、
ゲノムはある生物のもつ全ての遺伝情報としている。 ゲノムには、タンパク質
のアミノ酸配列をコードするコーディング領域と、それ以外のいわゆるノンコー
ディング領域に大別される。ゲノム配列解読当初、ノンコーディング領域につい
ては、その一部が遺伝子発現調節等に関与することが知られていたものの、大部
分は意味をもたないものと考えられ、ジャンクDNAとも呼ばれていた。  現在で
は、遺伝子発現調節のほか、RNA遺伝子などの生体機能に必須の情報が、この領
域に多く含まれることが明らかにされてきている。 

 
  

ゲノミクス 
 

ゲノミクス（英語：genomics、ジェノミクス、ゲノム学、ゲノム科学）とは、ゲ
ノムと遺伝子について研究する生命科学の一分野。ゲノム情報は数百万の塩基配
列データ、数万の遺伝子情報等コンピュータで処理しながらシステマティックに
取り扱う。 
 

 
１ 

サゴヤシ サゴヤシ（マレー語・インドネシア語 sagu・英語 sago + 椰子）とは、樹幹か
らサゴと呼ばれる食用デンプンが採れるヤシ科やソテツ目の植物の総称である。

２ 

熱帯ツングロ
病 
 

罹病すると、植物に重大な被害を及ぼす病気であり、葉の黄化、草丈の矮化が進
行してコメの収量が激減する。タイワンツマグロヨコバイによって媒介されるイ
ネツングロ球形ウイルス(Rice tungro spherical virus: RTSV)とイネツングロ
杆菌状ウイルス(Rice tungro bacilliform virus: RTBV)の重複感染によって引
き起こされる。 

 

イネツングロ
ウイルス 
 

熱帯ツングロ病を引き起こすウイルス。RTSVとRTBVがある。  

ツマグロヨコ
バイ 

ツマグロヨコバイ（端黒横這、学名：Nephotettix cincticeps）は、カメムシ目
（半翅目）ヨコバイ科に分類される昆虫の1種。黄緑色の小さな昆虫で、イネの
害虫として知られている。 

 

準同質遺伝子
系統 

元の品種と遺伝子のごく一部分だけが異なる系統  

転写因子 DNAに特異的に結合するタンパク質の一群であり、DNA上の転写を開始するために
DNAの塩基配列情報を鋳型にしてｍRNAの合成を行う酵素RNAポリメラーゼを含む
複合体が転写を開始するサイト（プロモーター）や転写活性を上げる能力を持っ
ていると考えられる配列（エンハンサー）といった転写を制御する領域に結合し
、DNAの遺伝情報をRNAに転写する過程を促進、あるいは逆に抑制する。転写因子
はこの機能を単独で、または他の蛋白質と複合体を形成することによって実行す
る。 

 

反復配列 反復配列（はんぷくはいれつ）とは、生物ゲノムのDNA配列で、同じ配列が反復
して（特に数回以上）見られるものの総称である。真核生物、特に進化した動植
物に多く見られる。 

 

ＲＮＡサイレ
ンシング 

RNAサイレンシングとは、DNAからRNAへの転写、転写後のRNAの分解、RNAからタ
ンパク質への翻訳を調節するしくみであり、生物の生存、形態形成、環境応答な
どに不可欠な過程である。近年の研究から、タンパク質をコードせず、翻訳され
ないRNA（non-coding RNAと呼ばれる）が多数発見され、RNAサイレンシングに関
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わることがわかってきた。non-coding RNAは、タンパク質をコードしているmRN
Aの転写・分解・翻訳を制御していて、その機能が詳細に調べられており、生物
の多様性の一端を担っていると考えられている。  
 RNAサイレンシングは、均一な遺伝子発現の場から、ケースバイケースで異な
る遺伝子発現を誘導する多細胞生物の形態形成において頻繁に用いられている。
また、内的・外的な環境に応じて柔軟な遺伝子発現を行うのにも適しており、ホ
ルモン応答や環境応答にも関与している。  
 

ノックダウン
体 

 
形質転換実験によって、目的とする遺伝子のmRNAと二本鎖RNAを形成するRNAを細
胞内で転写し、目的のｍRNAを分解させることでその遺伝子の活性を抑制した個
体 
 

 

MRV  温室効果ガスの排出削減の実施状況を測定（Measurement）し、国際的に報告
（Reporting）し、その削減状況を検証（Verification）する仕組みを、それぞ
れの頭文字をとってMRV（測定・報告・検証）という。これにより各国の排出削
減行動の透明性・正確性を確保できる。 
 COP16で採択されたカンクン合意において、先進国は、削減目標の達成状況に
ついて強化された指針に沿って排出削減量等を報告し、比較可能性の促進と信頼
性の向上のために国際的な評価プロセスを行うこと、発展途上国は、国際的な支
援を受けずに行った削減行動に関し一般的な指針に沿った国内でのMRVを経て、
国際的な協議及び分析（International Consultation and Analysis, ICA）を行
うとともに、国際的な支援を受けた削減行動に関しては指針に沿って国際的なM
RVを行うこととされている。 

 

NAMA 途上国の緩和策をなんとか促進させるため、2007 年の気候変動枠組条約第13 
回締約国会議（COP13）で採択されたバリ行動計画において、「途上国による適
切な緩和行動（Nationally Appropriate Mitigation Action: NAMA）」、つまり
途上国各国の事情に応じた自主的な排出削減の検討が求められた。また、NAMA
は、技術、資金、能力開発などの支援を受け可能になる持続可能な開発に則った
対策であること、測定・報告・検証可能なやり方で実施することが示された。 

 

反芻家畜 反芻 （はんすう、rumination）は、牛などの哺乳類が行う食物の摂取方法の一
つ。 まず食物（通常は植物）を口で咀嚼し、反芻胃に送って部分的に消化した
後、再び口に戻して咀嚼する、という過程を繰り返すことで食物を消化する。 

 

カポック カポック (インドネシア語 kapuk、英語 kapok) は、アオイ科（クロンキスト体
系や新エングラー体系ではパンヤ科）セイバ属の落葉高木。学名 Ceiba pentan
dra。 

 

ウイリーミル 粉砕機の一種  

グルコース グルコース (glucose) あるいはブドウ糖は、糖の一種であり、代表的な単糖の
一つである。デキストロース (dextrose) とも呼ばれる。人間を含む、動物や植
物が活動するためのエネルギーとなる物質の一つである 
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 平
成

2
2
年

1
1
月

8
－

9
日

に
つ

く
ば

国
際

会
議

場
に

お
い

て
J
IR

C
A

S
国

際
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム
と

合
同

で
1
4
2
名

の
参

加
者

を
得

て
国

際
研

究
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
を

主
テ

ー
マ

に
国

際
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム
を

開
催

。
③

 国
際

研
究

に
関

す
る

情
報

サ
イ

ト
を

基
本

コ
ン

セ
プ

ト
と

し
て

、
ウ

エ
ブ

サ
イ

ト
の

設
計

、
開

設
し

、
公

開
可

能
な

状
態

と
し

た
。

A

平
成

2
3
年

度
地

球
規

模
課

題
国

際
研

究
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
事

業
（
国

際
研

究
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
の

形
成

等
の

推
進

）

(独
)国

際
農

林
水

産
業

研
究

セ
ン

タ
ー

１
年

間
（
H

2
3
）

　
本

事
業

で
は

、
国

際
研

究
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
の

形
成

等
の

推
進

の
た

め
、

セ
ン

タ
ー

機
関

を
設

置
し

て
、

国
際

研
究

分
野

に
お

け
る

技
術

的
な

目
利

き
、

将
来

予
測

、
国

際
共

同
研

究
の

成
果

等
の

幅
広

い
普

及
、

国
際

研
究

全
般

に
関

す
る

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

開
催

等
を

行
っ

た
。

【
主

な
成

果
】

①
 我

が
国

を
は

じ
め

世
界

の
コ

メ
の

安
定

供
給

に
資

す
る

研
究

活
動

に
つ

い
て

、
我

が
国

の
大

学
・
研

究
機

関
等

に
所

属
す

る
イ

ネ
、

コ
メ

、
水

田
に

関
す

る
研

究
者

・
技

術
者

を
対

象
と

し
て

、
ア

ン
ケ

ー
ト

調
査

を
実

施
。

1
2
6
名

か
ら

回
答

を
得

た
。

回
答

結
果

に
つ

い
て

は
ク

ロ
ス

集
計

し
、

分
析

し
た

。
②

 平
成

2
3
年

1
1
月

1
5
日

に
つ

く
ば

国
際

会
議

場
に

お
い

て
J
IR

C
A

S
国

際
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム
と

合
同

で
1
7
4
名

の
参

加
者

を
得

て
「
イ

ネ
・
コ

メ
研

究
を

通
じ

た
国

際
連

携
」
を

テ
ー

マ
と

し
て

パ
ネ

ル
デ

ィ
ス

カ
ッ

シ
ョ

ン
を

開
催

。
若

い
世

代
の

研
究

者
の

動
機

付
け

や
育

成
、

6
0
代

以
降

の
シ

ニ
ア

研
究

者
の

活
用

、
海

外
の

研
究

者
・
機

関
と

の
連

携
を

深
化

さ
せ

る
際

の
問

題
点

、
こ

れ
ら

に
対

し
て

研
究

者
・
機

関
が

心
得

る
べ

き
こ

と
な

ど
様

々
な

課
題

が
提

起
さ

れ
、

①
の

分
析

も
踏

ま
え

、
提

言
が

と
り

ま
と

め
ら

れ
た

。
③

ウ
ェ

ブ
サ

イ
ト

の
運

営
を

開
始

し
、

適
宜

情
報

を
更

新
し

、
情

報
共

有
に

努
め

た
。

Ｓ

平
成

2
4
年

度
地

球
規

模
課

題
国

際
研

究
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
事

業
（
国

際
研

究
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
の

形
成

等
の

推
進

）

国
立

大
学

法
人

名
古

屋
大

学
１

年
間

（
H

2
4
）

　
本

事
業

で
は

、
国

際
研

究
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
の

形
成

等
の

推
進

の
た

め
、

セ
ン

タ
ー

機
関

を
設

置
し

て
、

国
際

研
究

分
野

に
お

け
る

技
術

的
な

目
利

き
、

将
来

予
測

、
国

際
共

同
研

究
の

成
果

等
の

幅
広

い
普

及
、

国
際

研
究

全
般

に
関

す
る

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

開
催

等
を

行
っ

た
。

【
主

な
成

果
】

①
 既

存
文

献
・
参

考
資

料
等

の
レ

ビ
ュ

ー
を

実
施

し
、

グ
ロ

ー
バ

ル
人

材
の

育
成

に
係

わ
る

農
林

水
産

技
術

会
議

、
文

部
科

学
省

の
グ

ロ
ー

バ
ル

人
材

育
成

推
進

会
議

等
の

報
告

書
な

ど
を

調
査

し
、

リ
ス

ト
ア

ッ
プ

し
た

有
識

者
2
8
名

に
ヒ

ア
リ

ン
グ

調
査

を
実

施
。

②
 平

成
2
4
年

1
1
月

9
日

に
東

京
都

エ
ッ

サ
ム

本
社

ビ
ル

グ
リ

ー
ン

ホ
ー

ル
に

お
い

て
4
1
名

の
参

加
者

を
得

て
「
農

林
水

産
研

究
分

野
で

国
際

的
に

活
躍

で
き

る
日

本
人

研
究

者
の

育
成

の
現

状
と

課
題

」
を

テ
ー

マ
に

国
際

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

を
開

催
。

若
い

う
ち

か
ら

海
外

実
地

研
修

な
ど

農
業

の
現

場
を

み
て

そ
の

面
白

さ
や

必
要

性
を

認
識

さ
せ

る
こ

と
の

重
要

性
や

国
際

機
関

で
の

経
験

を
も

つ
研

究
者

の
キ

ャ
リ

ア
を

生
か

し
切

れ
て

い
な

い
現

状
、

国
際

的
活

動
の

適
正

な
評

価
の

必
要

性
な

ど
、

多
く
の

指
摘

や
提

案
が

あ
り

、
①

の
結

果
と

併
せ

て
提

言
案

が
と

り
ま

と
め

ら
れ

た
。

③
ウ

ェ
ブ

サ
イ

ト
を

運
営

し
、

適
宜

情
報

を
更

新
し

、
情

報
共

有
に

努
め

た
。

A

地
球

規
模

課
題

国
際

研
究

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

事
業

　
終

了
時

評
価

結
果

一
覧

(ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

の
形

成
等

の
推

進
)

7



白紙

8



課
題

名
委

託
先

（
研

究
グ

ル
ー

プ
）

（
※

は
代

表
機

関
を

示
す

）
研

究
期

間
（
実

施
年

度
）

研
究

概
要

総
括

評
価

ゲ
ノ

ミ
ク

ス
利

用
に

よ
る

イ
ネ

の
昆

虫
媒

介
性

ウ
イ

ル
ス

病
抑

制
の

た
め

の
研

究
開

発

（
独

）
農

業
生

物
資

源
研

究
所

（
※

）
国

立
大

学
法

人
九

州
大

学
国

立
大

学
法

人
北

海
道

大
学

３
年

間
（
H

2
2
～

H
2
4
）

海
外

で
問

題
と

な
っ

て
い

る
越

境
性

の
植

物
病

害
虫

対
策

と
し

て
、

地
球

温
暖

化
の

影
響

等
に

よ
っ

て
我

が
国

の
農

業
に

大
き

な
被

害
を

も
た

ら
す

可
能

性
の

あ
る

熱
帯

ツ
ン

グ
ロ

病
に

つ
い

て
、

そ
の

被
害

の
リ

ス
ク

を
軽

減
す

る
た

め
の

耐
虫

性
か

つ
耐

病
性

品
種

開
発

を
行

い
、

ま
た

、
そ

の
効

果
を

も
た

ら
す

仕
組

み
の

解
明

に
取

り
組

ん
だ

。

【
主

な
成

果
】

①
イ

ネ
ツ

ン
グ

ロ
ウ

イ
ル

ス
抵

抗
性

遺
伝

子
を

持
つ

準
同

質
遺

伝
子

系
統

と
ツ

マ
グ

ロ
ヨ

コ
バ

イ
耐

虫
性

遺
伝

子
を

持
つ

準
同

質
遺

伝
子

系
統

を
交

雑
し

、
ウ

イ
ル

ス
抵

抗
性

、
耐

虫
性

を
併

せ
持

つ
抵

抗
性

遺
伝

子
集

積
系

統
を

作
出

、
選

抜
し

た
。

②
ツ

マ
グ

ロ
ヨ

コ
バ

イ
耐

虫
性

遺
伝

子
を

持
つ

イ
ネ

の
耐

虫
性

の
仕

組
み

の
解

明
を

目
指

し
、

網
羅

的
な

遺
伝

子
発

現
解

析
に

よ
り

、
ツ

マ
グ

ロ
ヨ

コ
バ

イ
抵

抗
性

に
係

わ
る

候
補

遺
伝

子
群

を
同

定
し

、
転

写
因

子
等

が
強

く
働

い
て

い
る

こ
と

を
明

ら
か

に
し

た
。

ま
た

、
耐

虫
性

イ
ネ

か
ら

揮
発

性
物

質
(テ

ル
ペ

ン
類

)が
放

出
さ

れ
る

こ
と

を
明

ら
か

に
し

た
。

③
イ

ネ
ゲ

ノ
ム

に
存

在
す

る
ツ

ン
グ

ロ
ウ

イ
ル

ス
R

T
B

V
の

ゲ
ノ

ム
と

相
同

性
の

高
い

反
復

配
列

（
E
R

T
B

V
）
に

関
し

、
R

T
B

V
ウ

イ
ル

ス
ゲ

ノ
ム

と
の

関
連

性
を

具
体

的
に

示
し

、
ツ

ン
グ

ロ
病

抵
抗

性
を

与
え

る
イ

ネ
遺

伝
因

子
を

特
定

し
た

。
④

E
R

T
B

V
の

起
源

を
調

べ
、

そ
れ

が
中

国
南

部
に

由
来

す
る

可
能

性
が

示
唆

さ
れ

た
。

⑤
生

物
学

的
検

定
に

は
至

ら
な

か
っ

た
が

、
E
R

T
B

V
の

R
N

A
サ

イ
レ

ン
シ

ン
グ

関
連

遺
伝

子
の

ノ
ッ

ク
ダ

ウ
ン

体
等

も
作

出
し

た
。

Ｓ

東
南

ア
ジ

ア
に

お
け

る
畜

産
・
水

田
か

ら
の

温
室

効
果

ガ
ス

排
出

削
減

技
術

の
導

入
と

そ
の

評
価

（
独

）
国

際
農

林
水

産
業

研
究

セ
ン

タ
ー

（
※

）
（
独

）
農

業
・
食

品
産

業
技

術
総

合
研

究
機

構
畜

産
草

地
研

究
所

国
立

大
学

法
人

北
海

道
大

学 国
立

大
学

法
人

帯
広

畜
産

大
学

３
年

間
（
H

2
2
～

H
2
4
）

東
南

ア
ジ

ア
地

域
に

応
用

可
能

な
、

節
水

栽
培

法
の

導
入

に
よ

る
水

田
か

ら
の

メ
タ

ン
発

生
削

減
技

術
と

、
飼

養
管

理
の

改
善

に
よ

る
肉

牛
由

来
の

メ
タ

ン
産

生
削

減
技

術
を

開
発

し
た

。
ま

た
、

農
業

由
来

メ
タ

ン
の

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

－
報

告
－

検
証

方
法

（
M

R
V

）
を

確
立

す
る

こ
と

に
よ

り
、

N
A

M
A

等
に

よ
る

ク
レ

ジ
ッ

ト
化

を
目

指
し

た
。

【
主

な
成

果
】

①
 農

業
分

野
か

ら
の

温
室

効
果

ガ
ス

削
減

に
向

け
た

研
究

成
果

を
共

有
す

る
た

め
の

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
等

を
開

催
し

て
き

た
。

最
終

年
度

は
、

水
田

と
畜

産
、

個
別

の
課

題
に

加
え

て
、

牛
と

水
田

の
複

合
農

業
に

関
す

る
話

題
を

中
心

に
議

論
を

進
め

た
。

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

、
タ

イ
で

は
複

合
農

業
が

伝
統

的
に

実
施

さ
れ

て
お

り
、

農
家

の
収

入
増

加
、

効
率

的
な

物
質

循
環

に
有

効
で

あ
る

こ
と

、
温

室
効

果
ガ

ス
の

発
生

に
関

し
て

も
複

合
農

業
を

集
約

的
に

行
う

こ
と

に
よ

り
、

生
産

物
あ

た
り

の
温

室
効

果
ガ

ス
の

発
生

量
を

削
減

し
う

る
可

能
性

が
示

さ
れ

た
。

②
 メ

コ
ン

デ
ル

タ
中

央
部

に
位

置
す

る
カ

ン
ト

ー
市

の
典

型
的

な
農

家
水

田
圃

場
に

て
通

年
（
3
作

期
）
の

試
験

を
行

い
、

節
水

管
理

条
件

(A
W

D
)下

に
お

い
て

、
収

量
維

持
（
平

均
4
.5

%
増

収
）
お

よ
び

、
潅

水
量

と
メ

タ
ン

に
よ

る
地

球
温

暖
化

に
及

ぼ
す

影
響

度
の

有
意

な
削

減
効

果
（
そ

れ
ぞ

れ
、

年
間

-
4
1
～

-
6
8
%
お

よ
び

-
2
5
～

-
4
5
%
）
を

、
す

べ
て

の
稲

わ
ら

処
理

条
件

下
（
持

出
、

還
元

、
焼

却
還

元
）
に

て
確

認
し

た
。

③
 ベ

ト
ナ

ム
政

府
が

策
定

す
る

「
途

上
国

の
適

切
な

緩
和

行
動

」
（
N

A
M

A
）
に

A
W

D
に

よ
る

水
田

か
ら

の
温

室
効

果
ガ

ス
排

出
削

減
を

位
置

づ
け

、
あ

わ
せ

て
日

本
政

府
が

ベ
ト

ナ
ム

で
進

め
て

い
る

二
国

間
オ

フ
セ

ッ
ト

ク
レ

ジ
ッ

ト
メ

カ
ニ

ズ
ム

に
の

せ
る

た
め

の
M

R
V

設
定

の
手

順
を

示
し

た
。

④
 反

芻
家

畜
か

ら
の

メ
タ

ン
発

生
抑

制
に

つ
い

て
、

カ
シ

ュ
ー

ナ
ッ

ツ
殻

液
の

効
果

の
メ

カ
ニ

ズ
ム

を
解

明
す

る
と

と
も

に
、

東
南

ア
ジ

ア
で

の
有

効
性

を
現

地
で

示
し

た
。

そ
の

他
の

メ
タ

ン
産

生
抑

制
効

果
の

あ
る

天
然

由
来

添
加

物
の

ス
ク

リ
ー

ニ
ン

グ
を

進
め

、
コ

コ
ナ

ッ
ツ

油
、

マ
ン

ゴ
ス

チ
ン

果
皮

の
有

用
性

を
示

す
と

も
に

、
カ

ポ
ッ

ク
種

子
添

加
に

よ
り

1
5
%
程

度
の

削
減

効
果

が
あ

る
こ

と
を

示
し

た
。

⑤
 東

南
ア

ジ
ア

の
肉

牛
生

産
に

お
け

る
ラ

イ
フ

サ
イ

ク
ル

ア
セ

ス
メ

ン
ト

に
よ

り
、

タ
イ

の
集

約
的

お
よ

び
粗

放
的

肉
牛

生
産

シ
ス

テ
ム

を
解

析
し

、
集

約
的

肉
牛

生
産

シ
ス

テ
ム

に
よ

り
G

H
G

排
出

量
を

生
産

物
あ

た
り

3
割

程
度

削
減

で
き

る
こ

と
を

示
し

た
。

Ｓ

地
球

規
模

課
題

国
際

研
究

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

事
業

　
終

了
時

評
価

結
果

一
覧

(国
際

共
同

研
究

の
推

進
)

9



課
題

名
委

託
先

（
研

究
グ

ル
ー

プ
）

（
※

は
代

表
機

関
を

示
す

）
研

究
期

間
（
実

施
年

度
）

研
究

概
要

総
括

評
価

食
料

安
全

保
障

強
化

に
向

け
た

サ
ゴ

ヤ
シ

澱
粉

の
持

続
生

産
と

利
活

用
に

関
す

る
戦

略
的

総
合

研
究

プ
ロ

グ
ラ

ム

国
立

大
学

法
人

三
重

大
学

倉
敷

芸
術

科
学

大
学

国
立

大
学

法
人

東
京

農
工

大
学

３
年

間
（
H

2
2
～

H
2
4
）

　
東

南
ア

ジ
ア

か
ら

メ
ラ

ネ
シ

ア
に

分
布

し
、

問
題

土
壌

に
順

応
し

、
多

量
の

澱
粉

を
生

産
す

る
サ

ゴ
ヤ

シ
は

、
未

開
発

な
植

物
だ

が
、

伝
統

的
に

利
用

さ
れ

て
き

た
土

着
の

資
源

で
あ

る
こ

と
か

ら
、

生
物

多
様

性
へ

の
影

響
や

環
境

へ
の

負
荷

に
も

配
慮

し
た

地
域

開
発

に
有

用
と

考
え

ら
れ

る
。

本
研

究
で

は
、

サ
ゴ

ヤ
シ

の
持

続
的

生
産

と
利

活
用

に
向

け
、

衛
星

画
像

を
用

い
て

現
存

す
る

サ
ゴ

ヤ
シ

資
源

量
を

推
定

し
、

将
来

的
に

ど
の

く
ら

い
の

生
産

拡
大

が
可

能
で

あ
る

か
を

試
算

し
た

。
ま

た
、

澱
粉

生
産

を
高

め
る

た
め

の
方

法
を

検
討

す
る

と
と

も
に

、
農

業
残

渣
を

再
資

源
化

す
る

技
術

を
開

発
し

、
そ

れ
ら

の
経

済
的

イ
ン

パ
ク

ト
を

解
析

し
た

。

【
主

な
成

果
】

①
高

分
解

衛
星

画
像

を
用

い
、

サ
ゴ

ヤ
シ

を
判

別
し

た
と

こ
ろ

、
イ

ン
ド

ネ
シ

ア
全

土
に

3
0
0
万

h
a余

り
の

サ
ゴ

ヤ
シ

生
育

面
積

が
あ

る
と

推
定

さ
れ

た
。

ま
た

、
サ

ゴ
ヤ

シ
栽

培
が

可
能

な
エ

リ
ア

は
5
3
0
0
万

h
aと

推
定

さ
れ

、
少

な
く
見

積
も

っ
て

も
年

間
1
4
0
0
万

本
以

上
の

サ
ゴ

ヤ
シ

を
収

穫
で

き
る

と
考

え
ら

れ
た

。
②

現
地

圃
場

試
験

の
結

果
か

ら
、

問
題

土
壌

に
生

産
を

拡
大

し
た

場
合

に
は

環
境

ス
ト

レ
ス

に
よ

り
5
0
％

程
度

の
減

収
を

見
込

む
必

要
の

あ
る

こ
と

が
窺

わ
れ

た
が

、
そ

れ
で

も
、

上
記

の
資

源
賦

存
量

か
ら

は
1
0
0
万

ト
ン

以
上

の
澱

粉
を

得
る

こ
と

が
で

き
る

と
試

算
さ

れ
た

。
こ

れ
は

現
在

の
サ

ゴ
ヤ

シ
澱

粉
生

産
量

約
9
万

ト
ン

に
比

べ
て

1
0
倍

以
上

と
な

る
。

③
慣

行
の

澱
粉

抽
出

工
程

で
は

、
幹

に
蓄

積
さ

れ
た

澱
粉

の
約

5
0
％

し
か

抽
出

で
き

ず
、

お
よ

そ
半

分
量

が
抽

出
残

渣
（
絞

り
か

す
）
の

中
に

残
留

す
る

た
め

収
率

が
低

い
。

こ
の

工
程

を
改

善
す

る
方

法
を

検
討

し
た

と
こ

ろ
、

ウ
イ

リ
ー

ミ
ル

を
使

っ
て

髄
を

よ
り

細
か

く
粉

砕
す

る
と

収
率

が
高

ま
り

、
4
0
％

程
度

の
抽

出
効

率
の

改
善

が
で

き
れ

ば
純

収
益

は
1
0
％

程
度

高
ま

る
。

④
抽

出
残

渣
中

に
残

留
す

る
澱

粉
の

6
5
％

を
糊

化
澱

粉
と

し
て

回
収

し
、

そ
の

う
ち

の
7
8
％

を
グ

ル
コ

ー
ス

に
変

換
で

き
た

。
収

支
構

造
か

ら
は

、
現

時
点

で
は

、
コ

ス
ト

面
で

課
題

が
残

る
も

の
の

、
将

来
的

に
は

収
益

性
を

確
保

す
る

有
望

な
選

択
肢

と
な

る
こ

と
を

示
し

た
。

　
以

上
よ

り
、

(1
) 
サ

ゴ
ヤ

シ
の

原
材

料
供

給
範

囲
の

拡
大

可
能

性
，

(2
) 
澱

粉
の

抽
出

効
率

向
上

の
可

能
性

，
(3

) 
残

渣
か

ら
の

異
性

化
糖

回
収

の
技

術
的

可
能

性
を

組
み

合
わ

せ
る

こ
と

で
、

地
球

規
模

で
の

食
料

の
確

保
、

サ
ゴ

ヤ
シ

生
育

地
域

に
お

け
る

生
産

者
の

所
得

向
上

な
ど

、
生

産
者

レ
ベ

ル
・
地

域
レ

ベ
ル

・
地

球
レ

ベ
ル

の
い

ず
れ

の
段

階
で

も
、

サ
ゴ

ヤ
シ

資
源

の
有

効
活

用
が

社
会

経
済

的
な

便
益

の
向

上
に

つ
な

が
る

こ
と

が
確

認
で

き
た

。

A
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地球規模課題国際研究ネットワーク事業

対策のポイント
国際研究に取り組む我が国研究機関のネットワーク形成を推進するととも

に、海外機関との国際共同研究、ワークショップ開催等を推進します。

＜本事業がもたらす効果＞

・ 国内ではセンター機関を中心とした国際研究ネットワークが形成されます。

また、国際共同研究等を通じ、研究テーマ毎に海外機関とのネットワークが形成

されます。

・ 国際共同研究に取り組むこと、国内研究機関の連携により知見、経験等が共有

されること等から、相乗効果によって、我が国の国際研究の取組がレベルアップ

されます。

・ 研究成果を確実に得るため、外部評価も行いつつ、３年以内の中期的な研究開

発に取り組み、課題解決に貢献します。また、海外機関と協力することから、海

外への成果の普及も期待されます。

政策目標
国際研究のネットワーク形成、地球規模課題の解決に貢献

＜内容＞

（１）国内研究機関のネットワーク化を図るため、国際研究に関するセンター機関

を設置し、当該機関を中心に、①国際研究における技術的な目利き、将来予測、

②国際共同研究の成果の普及、③シンポジウム開催等に取り組みます。

（２）分野毎の課題解決を図るため、中心的な役割を担う代表機関と複数の研究機

関が一体となったコンソーシアムを形成し、国際共同研究、海外現地調査、国

際ワークショップ等の開催等に取り組みます。
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白紙
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農林水産省 ・取組方針、研究課題の決定等
・関係国との連携等

地球規模課題国際研究ネットワーク事業

国際研究ネットワークの形成等の推進

関係国との連携等

A大学 国

・国際研究分野にお
ける技術的な目利き、

◎国内研究機関（センター機関）

・コンソーシアム
の研究成果等の

・国際研究に関
するシンポジウ

A大学

B企業

国

内

研

究
将来予測等 幅広い普及ム開催等

C独法
・
・
・
・ ・

・ネットワークとして

機

関

◎コンソーシアム

・
・

国際共同研究等におけるコンソーシア
ムの研究テーマ及び研究課題

国際共同研究等の推進
情報共有、連携

食料安全保障分野

・国際共同研究、海外現地調査、国

・ゲノミクス利用によるイネの昆虫媒介性ウイルス病抑制
のための研究開発

食料安全保障分野
○我が国の食料安全保障に貢献する技術の開発

環境・資源分野

参加研究機関

参加研究機関 参加研究機関

国際共同研究、海外現地調査、国
際ワークｼョップ開催等

○関係国研究機関等

国際共同研究等

環境・資源分野
○農業分野における温室効果ガスの排出削減・
吸収に関する技術開発
・東南アジアにおける畜産・水田からの温室効果ガス排
出削減技術の導入とその評価

○関係国研究機関等
・共同研究、協力等

○関係国研究機関等
○バイオマス資源の持続的生産・活用技術の開発

出削減技術の導入とその評価

・食料安全保障強化に向けたサゴヤシ澱粉の持続生産と
利活用に関する戦略的総合研究プロジェクト

地球温暖化の進展で懸念される熱帯ツングロ病の蔓延から日本の稲作を守る
(ハブ機関: 農業生物資源研究所)

ツングロ病発生の仕組みツングロ病発生の仕組み

媒介昆虫
ﾀｲﾜﾝﾂﾏｸﾞﾛﾖｺﾊﾞｲ
稲の茎から吸汁
ｳｲﾙｽを保持

病原ｳｲﾙｽ
RTSV: ｲﾈﾂﾝｸﾞﾛ球形ｳｲﾙｽ 重

複
感発症

地球温暖化に伴う気温上昇

ツングロ病による被害
熱帯稲作の脅威

大被害をもたらしている

ｳｲﾙｽを保持
RTBV: ｲﾈﾂﾝｸﾞﾛ杆菌状ｳｲﾙｽ 染

媒介昆虫飛来・定住 地球温暖化に伴う気温上昇
我が国への飛来・定住は時間の問題！

媒介昆虫飛来 定住
は

「高温」が条件

日本には入っていないが「予防的に」取り組みをはじめなければ！

RTBV

RTSV
ﾀｲﾜﾝﾂﾏｸﾞﾛﾖｺﾊﾞｲは風によって

そこで… 我が国の研究勢力をとりまとめ、

国際共同研究による取り組みを推進

RTBV

RTSV

RTSV
国境を越える「越境性害虫」

 ﾀｲﾜﾝﾂﾏｸﾞﾛﾖｺﾊﾞｲ耐虫性遺伝子の活用
（Grh2, Grh4遺伝子NILsの利用による育種）

 病原ｳｲﾙｽ抵抗性遺伝子の活用
（RTSV RTBV抵抗性遺伝子NILsの利用による育種）

RTBV

RTSV

東南アジア・南アジアのツングロ病激発地

（RTSV, RTBV抵抗性遺伝子NILsの利用による育種）
→ 耐虫性・ｳｲﾙｽ抵抗性を兼ね備えた「我が国向け育種」

による予防

 耐虫性の分子機構
 ｲﾈｹﾞﾉﾑ中のｳｲﾙｽ類似配列による発症抑制機構 ｲﾈｹ ﾉﾑ中のｳｲﾙｽ類似配列による発症抑制機構

→ ツングロ病抵抗性に関する新たな機構の解明

農業生物資源研・九州大学・北海道大学・国際稲研究所
東南アジア・南アジアの激発地への対策技術開発にも期待
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実施課題：東南アジアにおける畜産・水田からの温室効果ガス排出削減技術の導入
とその評価（ハブ機関：（独）国際農林水産業研究センター 研究開発責任者川島知之))

CH4：
18%

農業由来：
40%

【ハブ機関】
国際農林水産業研究センター（JIRCAS)

測定法および予測モデルの確立
CDM化の検討

水田
CO2：
72%

天然ガス
等：30%

排出源
CDM化の検討

家畜

北海道大学

建設技研インターナショナル
効率的なベースライン・モニタリング

反芻家畜からのメタ
ン発生モニタリング

節水栽培による水田か
らのメタン発生抑制

畜産草地研究所
メカニズムとLCAによる評価

北海道大学
天然物質を利用したメタン低減技術

節水栽培法
（AWD)によって

３割削減

国際共同研究
国際ワ クシ プの開催

帯広畜産大学
ルーメン細菌叢の改善・制御による

メタン放出低減技術

メタン削減目標

生産物
当たりで
３割削減

AWD: Alternate Wet and Dry

国際ワークショップの開催
★国際共同研究ネットワークの確立

①国内共同研究コンソーシアムの確立 ②国際的な共同研究への参加と貢献

★現地実証試験を通しての成果

①家畜関連 ・モニタリング手法の確立によるインベントリデータの精密化期待される成果 ①家畜関連 モ タリング手法の確立によるイン ントリデ タの精密化

・メタン発生抑制効果のある天然物質を利用した発生削減

②水田関連 ・予測モデルの改良による節水栽培でのメタン発生削減効果の検証

・ベースラインモニタリングの確立によるCDM化と農村開発の提案

期待される成果

食料安全保障強化に向けたサゴヤシ澱粉の持続生産と利活用に関する
戦略的総合研究プロジェクト(ハブ機関: 三重大学)

三 重 大
（MU）

倉敷芸科大
（KU）

衛星ﾘﾓｰﾄｾﾝｼﾝ
ｸﾞ・GIS生態解析

パイロットファーム

カーボンリダクション

塩害・酸性モデル土壌での
生長速度遅延程度調査

（KU）
東京農工大

（TUAT）
琉 球 大臨地調査

現存資源量
の把握

新植栽培
適応域の推計

問題土壌での
生産量推定

カ ボンリダクション
（UR)

海外協力機関

ﾊﾙｵﾚｵ大

臨地調査

栽培技術向上

苗定着率向上／苗材料の検討栽培面積
生 産 量 拡大

ﾊﾙｵﾚｵ大
（UH）

ﾎﾞｺﾞｰﾙ農大
（IPB）

ｳ ﾞ 大

易抽出澱粉

ゼロエミッション樹 皮
炭 化残

渣
の
再

[熱源]

ｽﾘｳｨｼﾞｬﾔ大
(UNSRI)

易抽出澱粉

[食用／加工用]

澱粉抽出残渣 異性化糖 エタノール

セルロース

再
資
源
化

[低コスト液状糖]

ナノファイバー

[生分解性農業資材]

食料安全保障強化
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各ERTBV断片の系統関係とイネの由来から
ERTBVの起源は 中国南部のイネ系統から由来 耐虫性と耐ウイルス性の遺伝子の両方を

ゲノミクス利用によるイネの昆虫媒介性ウイルス病抑制のための研究開発

ERTBVの起源は、中国南部のイネ系統から由来
した可能性が高いことを示した

耐虫性 耐ウイル 性 遺伝子 両方を
併せ持つ遺伝子集積系統を作出した。

東南アジアにおける畜産・水田からの温室効果ガス排出削減技術の導入とその評価

メコンデルタの農家水田圃場にて通年（3作期）で節水管理
条件( )によりメタンによる地球温暖化に及ぼす影響度

反芻家畜からのメタン産生を抑制しうる天然由来飼料添加
物 ク グと添加効果 実証を行 削減 カ条件(AWD)によりメタンによる地球温暖化に及ぼす影響度

の削減効果を実証した。
物のスクリーニングと添加効果の実証を行い、削減メカニ
ズムの解明も行った。

•農家水田圃場実証試験（日本土壌
肥料学会優秀ポスター賞受賞）

5
(mL/d)

肥料学会優秀ポ タ 賞受賞）

– 潅水量の有意な削減効果：年間 -
41～-68%

– 排出メタンによる地球温暖化に及
ぼす影響度の有意な削減効果：

0

1

2

3

4

** **

40.7%↓ 53.0%↓
ぼす影響度の有意な削減効果： -
25～-45%

– 収量維持が可能（平均4.5%増収
（一部で有意に））

肉牛生産におけるライフサイクルアセスメントを行い、粗放

Control 期 CNSL 期Ⅰ CNSL 期Ⅱ

カシュー製剤給与がメタン生成に
およぼす影響

「途上国の適切な緩和行動」（NAMA）にAWDによる水田か

•DNDC-RiceモデルがAWD熱帯水田
に適用可能であることを示す初めて
の論文を発表。

肉牛生産におけるライフサイクルアセスメントを行い、粗放
な生産に比べ、集約的生産によりGHG排出量が生産物あ
たり3割程度削減できることを示した。

途上国の適切な緩和行動」（NAMA）にAWDによる水田か

らの温室効果ガス排出削減を位置づけ、日本政府の二国
間オフセットクレジットメカニズムにのせるためのMRV設定
の手順を示した。

CO2, CH4, N2O
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GHG排出量
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tsuyoshi_yamada
タイプライターテキスト
【主な研究成果概要】



食料安全保障強化に向けたサゴヤシ澱粉の持続的生産と利活用

GIS
リモートセンシング 原材料収集エリア (1) 原材料供給範囲の拡大

サゴヤシ生産を拡大した場合の推計

生育面積 [300万ha超]

サゴヤシ面積率
(2) 澱粉の抽出効率の向上
(3) 残渣からの異性化糖製造

標高，土地被覆，土地利用
TWI （Topographic wetness index ）

残 渣

サ
ゴ
ヤ
シ

パイロットファーム
環境ストレス実験

澱粉生産 [107万トン]

栽培可能面積 [5300万ha]

澱粉抽出残渣 [128万トン]

シ
資
源
の澱粉生産 [107万トン] 澱粉抽出残渣 [128万トン]

糊化澱粉
液化
糖化

残渣再資源化技術

の
有
効
活

グルコース生産 [41万トン]

異性化糖製造

活
用

社会経済的な便益の向上
地球規模での食料確保，生産者の所得向上
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